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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ブレーキ操作に応じた液圧を出力する液圧発生手段（Ｍ）と、液圧の作用で作動する車
輪ブレーキ（ＢＡ，ＢＢ）と、電動モータ（１７）で駆動されるポンプ（１８）ならびに
該ポンプ（１８）の吐出側が接続される液圧路（６）および前記液圧発生手段（Ｍ）間に
介設される常開型電磁弁（７）を有するとともに前記車輪ブレーキ（ＢＡ，ＢＢ）の液圧
を調整可能として前記液圧発生手段（Ｍ）および前記車輪ブレーキ（ＢＡ，ＢＢ）間に介
設される液圧制御ユニット（５）と、前記車輪ブレーキ（ＢＡ，ＢＢ）の液圧を検出する
ブレーキ液圧検出手段（２３，２４）と、前記車輪ブレーキ（ＢＡ，ＢＢ）の目標液圧を
設定する目標車輪ブレーキ圧設定手段（３０）を含むとともに前記車輪ブレーキ（ＢＡ，
ＢＢ）の液圧が前記目標車輪ブレーキ圧設定手段（３０）で設定される目標液圧となるよ
うに前記液圧制御ユニット（５）の作動を制御するコントローラ（Ｃ）とを備える車両用
ブレーキ液圧制御装置において、
　前記コントローラ（Ｃ）は、前記電動モータ（１７）の回転数を検出するモータ回転数
検出手段（２９）と、前記電動モータ（１７）の目標回転数を設定する目標回転数設定手
段（３７）と、前記常開型電磁弁（７）の制御量を演算する制御電流演算部（３８）とを
含み、
　前記モータ回転数検出手段（２９）で検出された回転数が前記目標回転数設定手段（３
７）で設定された目標回転数となるように前記電動モータ（１７）を制御するとともに、
　前記モータ回転数検出手段（２９）で検出された回転数ならびに前記目標回転数設定手
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段（３７）で設定された目標回転数の偏差を前記制御電流演算部（３８）に入力させ、前
記偏差が大きいときには小さいときよりも前記常開型電磁弁（７）の制御量を小さくする
ようにして前記制御電流演算部（３８）の出力に基づき該常開型電磁弁（７）を制御する
ことを特徴とする車両用ブレーキ液圧制御装置。
【請求項２】
　前記コントローラ（Ｃ）は、前記常開型電磁弁（７）の開閉を前記液圧に応じてフィー
ドバック制御可能であり、
　前記制御電流演算部（３８）は、前記フィードバック制御に用いるＦ／Ｂゲインを、前
記偏差が大きいときには小さいときよりも該Ｆ／Ｂゲインが小さくなるように設定する演
算手段（５０）を有することを特徴とする、請求項１に記載の車両用ブレーキ液圧制御装
置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ブレーキ操作に応じた液圧を出力する液圧発生手段と、液圧の作用で作動す
る車輪ブレーキと、電動モータで駆動されるポンプならびに該ポンプの吐出側が接続され
る液圧路および前記液圧発生手段間に介設される常開型電磁弁を有するとともに前記車輪
ブレーキの液圧を調整可能として前記液圧発生手段および前記車輪ブレーキ間に介設され
る液圧制御ユニットと、前記車輪ブレーキの液圧を検出するブレーキ液圧検出手段と、前
記車輪ブレーキの目標液圧を設定する目標車輪ブレーキ圧設定手段を含むとともに前記車
輪ブレーキの液圧が前記目標車輪ブレーキ圧設定手段で設定される目標液圧となるように
前記液圧制御ユニットの作動を制御するコントローラとを備える車両用ブレーキ液圧制御
装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　このような車両用ブレーキ液圧制御装置は、たとえば特許文献１等で既に知られている
。
【特許文献１】特開２００４－１９６２３５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　ところで、このようなブレーキ液圧制御装置では、液圧発生手段から液圧が出力されて
いない状態で、電動モータによってポンプを駆動するとともに、該ポンプの吐出側に接続
される液圧路および液圧発生手段間に介設される常開型電磁弁を開閉制御することで液圧
路の液圧を調圧することにより、車輪ブレーキの液圧を昇圧制御することが可能である。
この際、応答性や外乱に対するタフネスを高めるために常開型電磁弁の制御量を大きくす
ることが考えられるが、制御初期にポンプの吐出圧がまだ充分に高められていない状態で
は、常開型電磁弁の制御量を大きくすると、ポンプの吐出圧が所定値に達したときにはオ
ーバーシュートが生じてしまう。
【０００４】
　本発明は、かかる事情に鑑みてなされたものであり、応答性や外乱に対するタフネスを
高めつつ、オーバーシュートが生じることを防止した車両用ブレーキ液圧制御装置を提供
することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上記目的を達成するために、本発明は、ブレーキ操作に応じた液圧を出力する液圧発生
手段と、液圧の作用で作動する車輪ブレーキと、電動モータで駆動されるポンプならびに
該ポンプの吐出側が接続される液圧路および前記液圧発生手段間に介設される常開型電磁
弁を有するとともに前記車輪ブレーキの液圧を調整可能として前記液圧発生手段および前
記車輪ブレーキ間に介設される液圧制御ユニットと、前記車輪ブレーキの液圧を検出する
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ブレーキ液圧検出手段と、前記車輪ブレーキの目標液圧を設定する目標車輪ブレーキ圧設
定手段を含むとともに前記車輪ブレーキの液圧が前記目標車輪ブレーキ圧設定手段で設定
される目標液圧となるように前記液圧制御ユニットの作動を制御するコントローラとを備
える車両用ブレーキ液圧制御装置において、前記コントローラは、前記電動モータの回転
数を検出するモータ回転数検出手段と、前記電動モータの目標回転数を設定する目標回転
数設定手段と、前記常開型電磁弁の制御量を演算する制御電流演算部とを含み、前記モー
タ回転数検出手段で検出された回転数が前記目標回転数設定手段で設定された目標回転数
となるように前記電動モータを制御するとともに、前記モータ回転数検出手段で検出され
た回転数ならびに前記目標回転数設定手段で設定された目標回転数の偏差を前記制御電流
演算部に入力させ、前記偏差が大きいときには小さいときよりも前記常開型電磁弁の制御
量を小さくするようにして前記制御電流演算部の出力に基づき該常開型電磁弁を制御する
ことを第１の特徴とし、またこの第１の特徴に加えて、前記コントローラが、前記常開型
電磁弁の開閉を前記液圧に応じてフィードバック制御可能であり、前記制御電流演算部が
、前記フィードバック制御に用いるＦ／Ｂゲインを、前記偏差が大きいときには小さいと
きよりも該Ｆ／Ｂゲインが小さくなるように設定する演算手段を有することを第２の特徴
とする。
【０００６】
　なお実施例のマスタシリンダＭが本発明の液圧発生手段に対応し、実施例のレギュレー
タ弁７が本発明の常開型電磁弁に対応し、実施例の目標回転数演算手段３７が本発明の目
標回転数設定手段に対応し、実施例の左前輪用ディスクブレーキＢＡおよび右後輪用ディ
スクブレーキＢＢが本発明の車輪ブレーキに対応する。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明の上記構成によれば、コントローラは、モータ回転数検出手段と、目標回転数設
定手段と、常開型電磁弁の制御量を演算する制御電流演算部とを含み、モータ回転数検出
手段で検出される実モータ回転数が目標回転数設定手段で設定される目標回転数となるよ
うに電動モータを制御し、更に回転数偏差（目標回転数－実モータ回転数）を制御電流演
算部に入力させ、該偏差が大きいときには小さいときよりも制御量を小さくするようにし
て制御電流演算部の出力に基づき常開型電磁弁を制御するので、常開型電磁弁の制御量を
ポンプの吐出開始時には小さくし、制御初期にポンプの吐出量が所定値に達してもオーバ
ーシュートを生じることが抑止することができ、回転数偏差（目標回転数－実モータ回転
数）が小さくなってからは常開型電磁弁の制御量を大きくして応答性や外乱に対するタフ
ネスを高めることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００８】
　以下、本発明の実施の形態を、添付の図面に示した本発明の一実施例に基づいて説明す
る。
【０００９】
　図１～図１５は本発明の一実施例を示すものであり、図１は車両用ブレーキ液圧制御装
置の構成を示す液圧系統図、図２はコントローラの一部構成を示すブロック図、図３は液
圧および液量の関係を示す図、図４は制御モードの決定手法を従来手法と対比させて説明
するためのタイミングチャート、図５はリニアソレノイド弁の電流を定めるためのマップ
を従来のものと対比させて示す図、図６は制御電流の変化による実圧の目標圧に対する追
随性を従来のものと対比させて示す図、図７は目標圧の振動に伴って実圧の振動が生じた
状態を示す図、図８は制御モード、目標圧、実圧およびタイマカウント値の変化を示すタ
イミングチャート、図９はハイセレクト値に対するＦ／Ｂゲインの変化を示す図、図１０
は電動モータの回転数変化による実圧の目標圧に対する追随性を従来のものと対比させて
示す図、図１１はレギュレータ弁のＦ／Ｂゲイン変化による実圧の目標圧に対する追随性
を従来のものと対比させて示す図、図１２は回転数偏差に対するＦ／Ｂゲインの変化を示
す図、図１３は電動モータの駆動回路を示す図、図１４は電動モータの制御手順を示すフ
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ローチャート、図１５は電動モータのモータブレーキ状態を示すためのタイミングチャー
トである。
【００１０】
　先ず図１において、ブレーキ操作に応じた液圧を出力する液圧発生手段であるマスタシ
リンダＭには、乗員のブレーキ操作によるブレーキ操作力がブレーキペダル１から入力さ
れる。該マスタシリンダＭは、タンデム型に構成されるものであり、車輪ブレーキである
左前輪用ディスクブレーキＢＡおよび右後輪用ディスクブレーキＢＢに対応した第１出力
ポート３と、車輪ブレーキである右前輪用ディスクブレーキ（図示せず）および左後輪用
ディスクブレーキ（図示せず）に対応した第２出力ポート４とを備え、第１および第２出
力ポート３，４は、液圧制御ユニット５を介して前記各ディスクブレーキＢＡ，ＢＢ…に
接続される。
【００１１】
  前記液圧制御ユニット５の第１出力ポート３側の部分と、第２出力ポート４側の部分と
は同一の構成を有するものであり、以下、液圧制御ユニット５の第１出力ポート３側の部
分だけについて説明し、液圧制御ユニット５のうち第２出力ポート４側の部分についての
説明は省略する。
【００１２】
　前記液圧制御ユニット５は、左前輪用ディスクブレーキＢＡおよび右後輪用ディスクブ
レーキＢＢに共通な液圧路６と、該液圧路６および第１出力ポート３間に介設される常開
型電磁弁としてのレギュレータ弁７と、前記液圧路６側へのブレーキ液の流通を許容して
レギュレータ弁７に並列接続される一方向弁８と、前記液圧路６および左前輪用ディスク
ブレーキＢＡ間に介設される入口弁９と、前記液圧路６および右後輪用ディスクブレーキ
ＢＢ間に介設される入口弁１０と、前記液圧路６側へのブレーキ液の流通を許容して前記
入口弁９，１０にそれぞれ並列接続される一方向弁１１，１２と、左前輪用ディスクブレ
ーキＢＡおよび右後輪用ディスクブレーキＢＢに共通な単一のリザーバ１３と、左前輪用
ディスクブレーキＢＡおよび前記リザーバ１３間に介設される出口弁１４と、右後輪用デ
ィスクブレーキＢＢおよび前記リザーバ１３間に介設される出口弁１５と、吸入側が前記
リザーバ１３に一方向弁１６を介して接続されるポンプ１８と、該ポンプ１８の吐出側に
接続されるダンパ１９と、該ダンパ１９および前記液圧路６間に設けられるオリフィス２
０と、前記ポンプ１８の吸入側および一方向弁１６間と第１出力ポート３間に設けられる
サクション弁２１とを備える。前記ポンプ１８は、駆動デューティを変化させることで回
転数を変化させ得る電動モータ１７で駆動されるものであり、この電動モータ１７は、液
圧制御ユニット５の第１出力ポート３側の部分と、第２出力ポート４側の部分とに共通で
ある。
【００１３】
　前記レギュレータ弁７および入口弁９，１０は、常開型のリニアソレノイド弁であり、
前記出口弁１４，１５は常閉型のリニアソレノイド弁であり、前記サクション弁２１は常
閉型ソレノイド弁である。また第１出力ポート３およびレギュレータ弁７間には、マスタ
シリンダＭの出力液圧を検出するマスタシリンダ出力液圧検出手段２２が接続され、前記
入口弁９，１０と、左前輪用ディスクブレーキＢＡおよび右後輪用ディスクブレーキＢＢ
との間には、左前輪用ディスクブレーキＢＡおよび右後輪用ディスクブレーキＢＢに作用
するブレーキ液圧を検出するブレーキ液圧検出手段２３，２４がそれぞれ接続される。
【００１４】
　而して入口弁９および出口弁１４は、入口弁９を開弁するとともに出口弁１４を閉弁す
ることで前記液圧路６および左前輪用ディスクブレーキＢＡ間を接続するとともに前記左
前輪用ディスクブレーキＢＡおよび前記リザーバ１３間を遮断する増圧モード、入口弁９
を閉弁するとともに出口弁１４を開弁することで前記液圧路６および左前輪用ディスクブ
レーキＢＡ間を遮断するとともに左前輪用ディスクブレーキＢＡおよび前記リザーバ１３
間を接続する減圧モード、ならびに入口弁９および出口弁１４をともに閉弁することで前
記液圧路６および前記リザーバ１３を左前輪用ディスクブレーキＢＡから遮断する保持モ
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ードを切換え可能な切換弁手段２５を構成し、増圧モードでは液圧路６の液圧が左前輪用
ディスクブレーキＢＡに作用し、減圧モードでは左前輪用ディスクブレーキＢＡの液圧を
リザーバ１３に解放し、保持モードでは左前輪用ディスクブレーキＢＡの液圧が保持され
る。
【００１５】
　また入口弁１０および出口弁１５は、入口弁１０を開弁するとともに出口弁１５を閉弁
することで前記液圧路６および右後輪用ディスクブレーキＢＢ間を接続するとともに前記
右後輪用ディスクブレーキＢＢおよび前記リザーバ１３間を遮断してする増圧モード、入
口弁１０を閉弁するとともに出口弁１５を開弁することで前記液圧路６および右後輪用デ
ィスクブレーキＢＢ間を遮断するとともに右後輪用ディスクブレーキＢＢおよび前記リザ
ーバ１３間を接続する減圧モード、ならびに入口弁１０および出口弁１５をともに閉弁す
ることで前記液圧路６および前記リザーバ１３を右後輪用ディスクブレーキＢＢから遮断
する保持モードを切換え可能な切換弁手段２６を構成し、増圧モードでは液圧路６の液圧
が右後輪用ディスクブレーキＢＢに作用し、減圧モードでは右後輪用ディスクブレーキＢ
Ｂの液圧をリザーバ１３に解放し、保持モードでは右後輪用ディスクブレーキＢＢの液圧
が保持される。
【００１６】
　このような液圧制御ユニット５では、サクション弁２１を励磁、開弁した状態で電動モ
ータ１７を作動せしめることにより、ポンプ１８が、マスタシリンダＭ側から吸入して加
圧したブレーキ液を前記レギュレータ弁７および入口弁９，１０間の液圧路６に吐出する
ことになる。この際、レギュレータ弁７の作動を制御することにより、液圧路６の液圧を
調圧することができる。
【００１７】
　すなわちポンプ１８およびレギュレータ弁７は、非ブレーキ操作時に液圧路６に調圧さ
れた液圧を作用せしめるものであり、その液圧を切換弁手段２５，２６の入口弁９，１０
および出口弁１４，１５で制御することにより、左前輪用ディスクブレーキＢＡおよび右
後輪用ディスクブレーキＢＢに相互に異なるブレーキ液圧を作用せしめることができ、そ
れにより車両走行時の挙動安定制御やトラクション制御等のブレーキ制御を実行すること
ができる。この際、レギュレータ弁７は、液圧路６の液圧が、左前輪用ディスクブレーキ
ＢＡおよび右後輪用ディスクブレーキＢＢのうち高い液圧が要求されている側のディスク
ブレーキのブレーキ液圧に対応した値となるように制御される。しかも左前輪用ディスク
ブレーキＢＡおよび右後輪用ディスクブレーキＢＢのうち高い液圧が要求されている側の
ディスクブレーキの制御にあたって、増圧モード、減圧モードおよび保持モードの切換え
を、レギュレータ弁７の開閉制御によって行うこともある。
【００１８】
　またサービスブレーキ時には、電動モータ１７の作動が停止され、レギュレータ弁７が
開弁されるとともにサクション弁２１が閉弁されており、切換弁手段２５，２６のうちサ
ービスブレーキ時にロック状態に陥る可能性が生じた車輪に対応する切換弁手段を制御す
るアンチロックブレーキ制御を実行することにより、車輪をロックさせることなく、効率
良く制動することができる。
【００１９】
　前記液圧制御ユニット５のレギュレータ弁７、入口弁９，１０、出口弁１４，１５、電
動モータ１７およびサクション弁２１はコントローラＣで制御されるものであり、このコ
ントローラＣには、マスタシリンダ出力液圧検出手段２２およびブレーキ液圧検出手段２
３，２４の検出値がそれぞれ入力される。
【００２０】
　図２において、前記コントローラＣにおいて前記左前輪用ディスクブレーキＢＡに関連
する部分は、電動モータ１７の回転数を検出するモータ回転数検出手段２９と、左前輪用
ディスクブレーキＢＡの目標液圧を設定する目標車輪ブレーキ圧設定手段３０と、該目標
車輪ブレーキ圧設定手段３０で設定される目標液圧に基づいて左前輪用車輪ブレーキＢＡ
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の目標液量を求める目標液量演算手段３１と、ブレーキ液圧検出手段２３で検出された液
圧に基づいて左前輪用ディスクブレーキＢＡの実液量を求める実液量演算手段３２と、液
圧制御ユニット５のレギュレータ弁７、入口弁９および出口弁１４のうち制御対象の弁の
前後の差圧を演算する実差圧演算手段３３と、前記目標液量演算手段３１で得られた目標
液量ならびに前記実液量演算手段３２で得られた実液量に基づいて左前輪用車輪ブレーキ
ＢＡの目標流量を求める目標流量演算部３４と、該目標流量演算部３４の演算結果に基づ
いて前記液圧制御ユニット５の制御モードを定めるとともに液圧制御ユニット５の作動量
を定める液圧制御ユニット目標制御量設定部３５と、前記目標車輪ブレーキ圧設定手段３
０で定めた目標液圧ならびに実液圧の差を演算する目標差圧演算手段３６と、前記液圧制
御ユニット目標制御量設定部３５の演算結果に基づいてポンプ１８の目標回転数を演算す
る目標回転数設定手段としての目標回転数演算手段３７と、前記液圧制御ユニット目標制
御量設定部３５の演算結果、前記目標差圧演算手段３６の演算結果および前記実差圧演算
手段３３の演算結果に基づいて液圧制御ユニット５のうち制御対象である弁に印加する制
御電流を演算する制御電流演算部３８と、前記目標回転数演算手段３７の演算結果ならび
にモータ回転数検出手段２９で検出される実モータ回転数に基づいて電動モータ１７の駆
動デューティを演算する駆動デューティ演算部３９と、前記液圧制御ユニット目標制御量
設定部３５で定められた前記液圧制御ユニット５の制御モードに基づいて計時する計時部
４０とを備える。
【００２１】
　目標液量演算手段３１および実液量演算手段３２は、図３で示すように予め設定された
マップに従って、液圧に応じた液量を演算するものである。また実差圧演算手段３３は、
液圧制御ユニット５におけるレギュレータ弁７、入口弁９および出口弁１４の前後の差圧
を検出するものであり、入口弁９を開弁するとともに出口弁１４を閉弁したままでレギュ
レータ弁７によって液圧路６の液圧を調圧しているときには、マスタシリンダ出力液圧検
出手段２２で検出されたマスタシリンダＭの出力液圧ならびにブレーキ液圧検出手段２３
，２４で検出される左前輪用ディスクブレーキＢＡおよび右後輪用ディスクブレーキＢＢ
のブレーキ液圧のうち高い方の液圧が実差圧演算手段３３に入力され、実差圧演算手段３
３はレギュレータ弁７の前後の実差圧を演算することになる。またレギュレータ弁７を開
弁したままで入口弁９および出口弁１４を開閉制御しているときにはマスタシリンダ出力
液圧検出手段２２で検出されたマスタシリンダＭの出力液圧ならびにブレーキ液圧検出手
段２３で検出される左前輪用ディスクブレーキＢＡのブレーキ液圧が実差圧演算手段３３
に入力され、実差圧演算手段３３は入口弁９および出口弁１４の前後の実差圧を演算する
ことになる。
【００２２】
　図２において、目標流量演算部３４は、目標液量演算手段３１で得られた目標液量を微
分してフィードフォワード（Ｆ／Ｆ）項を求めるＦ／Ｆ項演算手段４１と、目標液量演算
手段３１で得られた目標液量から実液量演算手段３２で得られた実液量を減算する加え合
わせ点４２と、該加え合わせ点４２で得られた液量差（目標液量－実液量）からフィード
バック（Ｆ／Ｂ）項を演算するＦ／Ｂ項演算手段４３と、前記Ｆ／Ｆ項演算手段４１で得
られたＦ／Ｆ項に前記Ｆ／Ｂ項演算手段４３で得られたＦ／Ｂ項を加算する加え合わせ点
４４とで構成されており、この目標流量演算部３４によれば、左前輪用車輪ブレーキＢＡ
の目標流量が前記加え合わせ点４４から出力される。
【００２３】
　液圧制御ユニット目標制御量設定部３５は、前記目標流量演算部３４から入力される目
標流量によって液圧制御ユニット５の制御モードを定める制御モード演算手段４５と、前
記目標流量演算部３４から入力される目標流量ならびに前記制御モード演算手段４５で定
められた制御モードに基づいて前記レギュレータ弁７、入口弁９もしくは出口弁１４の目
標弁流量を演算する弁流量演算手段４６と、前記制御モード演算手段４５で定められた制
御モードならびに前記弁流量演算手段４６で演算された流量に基づいてポンプ１８の目標
吐出量を演算する目標吐出量演算手段４７とで構成される。
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【００２４】
　而して制御モード演算手段４５は、目標流量演算部３４で得られた目標流量の符号およ
び絶対値に基づいて、増圧モード、減圧モードおよび保持モードを切換えるものであり、
図４（ａ）で示すように、目標流量が変化するときに、そのプラス側の値が増圧閾値を超
えたときに増圧モードに移行し、増圧閾値以下になったときには増圧モードから保持モー
ドに移行し、マイナス側の値が減圧閾値未満となったときに保持モードから減圧モードに
移行し、さらに減圧閾値以上となったときに減圧モードから保持モードに移行することに
なる。それに対して従来のものでは、図４（ｂ）で示すように、実圧が目標圧よりも低く
設定された増圧閾値未満となるのに応じて増圧モードに移行し、実圧が前記増圧閾値以上
となるのに応じて増圧モードから保持モードに移行し、実圧が目標圧よりも高く設定され
た減圧閾値を超えるのに応じて保持モードから減圧モードに移行し、さらに実圧が減圧閾
値以下となるのに応じて減圧モードから保持モードに移行するようにしている。
【００２５】
　ところで実圧を基準とした従来の制御モードの切換えによれば、図１６に関連して説明
したような課題が生じるのであるが、目標流量の符号および絶対値に基づく制御モードの
切換えによれば、図４（ａ）で示すように、実圧および目標液圧の高低に直接かかわるこ
となく、リニアに実圧を変化させることができ、制御精度および応答性を両立させること
が可能となるのである。
【００２６】
　図２において、制御電流演算部３８は、前記液圧制御ユニット目標制御量設定部３５の
弁流量演算手段４６で得られた目標弁流量ならびに前記目標差圧演算手段３６で得られた
目標差圧に基づいて前記レギュレータ弁７、入口弁９もしくは出口弁１４の目標電流のフ
ィードフォワード（Ｆ／Ｆ）項を演算する目標電流Ｆ／Ｆ項演算手段４８と、前記目標差
圧演算手段３６で得られた目標差圧から前記実差圧演算手段３３で得られた実差圧を減算
する加え合わせ点４９と、該加え合わせ点４９で得られた差圧偏差に基づいて目標電流の
フィードバック（Ｆ／Ｂ）項を演算する目標電流Ｆ／Ｂ項演算手段５０と、前記目標電流
Ｆ／Ｆ項演算手段４８で得られたＦ／Ｆ項に前記目標電流Ｆ／Ｂ項演算手段５０で得られ
たＦ／Ｂ項を加算する加え合わせ点５１とで構成されており、加え合わせ点５１から前記
レギュレータ弁７、入口弁９もしくは出口弁１４の目標電流が出力される。
【００２７】
　ところでリニアソレノイド弁である前記レギュレータ弁７、入口弁９もしくは出口弁１
４をリニア制御するための制御電流は、一般的には、図５（ｃ）で示すように代表的な弁
流量に対応した差圧－電流特性のテーブル検索によって得るようにしているのであるが、
リニアソレノイド弁の特性は流量に対して変化するものであり、また応答性はＦ／Ｆ制御
に大きく影響される。そこで前記目標電流Ｆ／Ｆ項演算手段４８は、弁流量演算手段４６
で得られた目標弁流量を用い、予め設定していた差圧－流量－電流の特性マップに従って
制御電流を得るようにしており、レギュレータ弁７および入口弁９では、図５（ａ）で示
すように、一定差圧では流量が増大するのに応じて電流が小さくなる差圧－流量－電流の
特性マップに従って目標電流Ｆ／Ｆ項演算手段４８で制御電流が得られ、出口弁１４では
、図５（ｂ）で示すように、一定差圧では流量が増大するのに応じて電流が大きくなる差
圧－流量－電流の特性マップに従って目標電流Ｆ／Ｆ項演算手段４８で制御電流が得られ
る。
【００２８】
　このようにブレーキ液圧検出手段２３で検出された液圧ならびに目標車輪ブレーキ圧設
定手段３０で設定される目標液圧の差と、目標流量演算部３４で得られた目標流量とに基
づいてレギュレータ弁７、入口弁９もしくは出口弁１４の制御電流が定められ、その制御
電流でレギュレータ弁７、入口弁９もしくは出口弁１４がリニア制御されることになる。
【００２９】
　ここで傾きが変化するランプ応答をたとえばレギュレータ弁７の開閉によって制御する
場合、従来の代表的な弁流量に基づく制御電流によるものでは、図６（ｂ）で示すように
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、目標圧に対して実圧を適切に変化させ得ると言い難いが、前記目標弁流量の変化に応じ
て制御電流を変化させるようにすると、図６（ａ）で示すように、目標圧に対して実圧を
適切に変化させることが可能であり、制御性能が向上することになる。
【００３０】
　図２において、前記目標回転数演算手段３７は、前記液圧制御ユニット目標制御量設定
部３５における目標吐出量演算手段４７で得られたポンプ１８の目標吐出量に基づいて電
動モータ１７の目標回転数を演算するものであり、前記駆動デューティ演算部３９は、前
記目標回転数演算手段３７で得られた目標回転数に基づいて前記電動モータ１７の目標駆
動電圧のフィードフォワード（Ｆ／Ｆ）項を演算する目標モータ電圧Ｆ／Ｆ項演算手段５
２と、前記目標回転数演算手段３７で得られた目標回転数から実際の電動モータ１７の回
転数である実モータ回転数を減算する加え合わせ点５３と、該加え合わせ点５３で得られ
た回転数偏差に基づいて前記電動モータ１７の目標駆動電圧のフィードバック（Ｆ／Ｂ）
項を演算する目標モータ電圧Ｆ／Ｂ項演算手段５４と、前記目標モータ電圧Ｆ／Ｆ項演算
手段５２で得られたＦ／Ｆ項に前記目標モータ電圧Ｆ／Ｂ項演算手段５３で得られたＦ／
Ｂ項を加算する加え合わせ点５５と、該加え合わせ点５５で得られた駆動電圧に基づいて
駆動デューティを演算する駆動デューティ演算手段５６とで構成されており、電動モータ
１７が、前記駆動デューティ演算手段５６で得られた駆動デューティで制御される。
【００３１】
　ところで、上述のように流量の概念を導入した液圧制御によって応答性および高精度の
両立が可能となるのであるが、目標液圧そのものが振動を含んでいる場合には、図７で示
すように、高応答性であることが逆に振動を助長させる場合がある。特に、入口弁９，１
０および出口弁１４，１５で構成される切換弁手段２５，２６を用いて増、減圧を行う場
合には、入口弁９，１０および出口弁１４，１５を交互に切り換えて開閉するので振動を
助長し易くなる。そこで、そのような目標液圧の振動を検出した場合には、制御電流演算
部３８の目標電流Ｆ／Ｂ項演算手段５０での演算におけるＦ／Ｂゲインを変化させること
により、効果的に振動を低減することができる。
【００３２】
　すなわち目標電流Ｆ／Ｂ項演算手段５０での演算におけるＦ／Ｂゲインは、計時部４０
での計時結果に応じて変化するものであり、該計時部４０は、前記液圧制御ユニット目標
制御量設定部３５における制御モード演算手段４５からの信号に応じてカウントする増圧
タイマ５７および減圧タイマ５８と、増圧タイマ５７および減圧タイマ５８のカウント値
をハイセレクトするハイセレクト手段５９とを備える。
【００３３】
　前記増圧タイマ５７は、増圧モードから前記減圧モードまたは前記保持モードへの移行
時にカウント値を「０」にクリアする以外のときにカウントアップするようにしてカウン
ト値ＴＭ＿ＭＤＣＡＬ＿Ｚを得るものであり、また前記減圧タイマ５８は、前記減圧モー
ドから前記増圧モードまたは前記保持モードへの移行時にカウント値を「０」にクリアす
る以外のときにカウントアップするようにしてカウント値ＴＭ＿ＭＤＣＡＬ＿Ｇを得るも
のであり、それらのカウント値ＴＭ＿ＭＤＣＡＬ＿Ｚ，ＴＭ＿ＭＤＣＡＬ＿Ｇのハイセレ
クト値ＴＭ＿ＭＤＣＡＬがハイセレクト手段５９で得られる。
【００３４】
　而して、図８で示すように、前記ハイセレクト値ＴＭ＿ＭＤＣＡＬが大きいときにはハ
ンチングを生じておらず、ハイセレクト値ＴＭ＿ＭＤＣＡＬが小さいときにはハンチング
を生じていると判断することができる。
【００３５】
　そこで制御電流演算部３８の目標電流Ｆ／Ｂ項演算手段５０には計時部４０のハイセレ
クト手段５９からハイセレクト値ＴＭ＿ＭＤＣＡＬが入力されており、目標電流Ｆ／Ｂ項
演算手段５０では、図９で示すように、Ｆ／Ｂゲインが前記ハイセレクト値ＴＭ＿ＭＤＣ
ＡＬが大きくなるにつれて大きくなるように変化する。すなわちハンチングを生じそうに
なるとＦ／Ｂゲインを大きくすることでレギュレータ弁７、入口弁９，１０もしくは出口
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弁１４，１５の制御量を大きくし、それにより振動を助長させることなく制御することが
可能となる。しかも前記Ｆ／Ｂゲインは、ハンチングの有無に応じて切り換えられるので
はなく、ハイセレクト値ＴＭ＿ＭＤＣＡＬの変化に伴って連続的に変化するものであるの
で、スムーズな制御を実現することができ、ロバスト性も向上することになる。
【００３６】
　ところで液圧制御時の作動音および振動に対してはポンプ１８を駆動する電動モータ１
７の回転数の影響が大きい。そこで作動音を小さくするために、電動モータ１７の回転数
を下げることが一般的に行われているが、電動モータ１７の回転数を下げると作動音は小
さくなるものの、図１０（ｂ）で示すように、加圧応答性が低下してしまう。しかるに目
標回転数演算手段３７が、ポンプ１８の目標吐出量に基づいて電動モータ１７の目標回転
数を演算するものであり、その目標回転数に基づいて前記駆動デューティ演算部３９が電
動モータ１７の駆動デューティを演算することで電動モータ１７の回転数が制御されるの
で、図１０（ａ）で示すように、作動音を小さくして静粛性を保持しつつ応答性を高める
ことができる。しかもポンプ１８の吐出量を最適化することで液圧制御の精度向上にも寄
与することができる。
【００３７】
　またレギュレータ弁７で自己昇圧制御を行う場合に、制御精度を高めるために液圧によ
るフィードバックを行う際には、応答性および外乱に対するタフネス向上のためにはＦ／
Ｂゲインを大きくしてレギュレータ弁７の制御量を大きくすることが要求される。しかる
に前記自己昇圧は、ポンプ１８から吐出された液圧をレギュレータ弁７で調圧することで
なされるものであり、制御初期にポンプ１８からの吐出量がまだ所定値に達していない状
態では、レギュレータ弁７側でのフィードバックによっても昇圧が改善されることはなく
、逆に、そのような状態で図１１（ｂ）で示すように、Ｆ／Ｂゲインを大きくすると、大
きな液圧偏差で過剰なＦ／Ｂゲインが演算されてしまい、ポンプ１８の吐出量が所定値に
達したときにはオーバーシュートしてしまうので、Ｆ／Ｂゲインを大きくすることができ
ない。そこで、図２で示すように、駆動デューティ演算部３９の加え合わせ点５３で得ら
れる回転数偏差（目標回転数演算手段３７で得られた目標回転数－実モータ回転数）が制
御電流演算部３８の目標電流Ｆ／Ｂ項演算手段５０に入力され、目標電流Ｆ／Ｂ項演算手
段５０では、図１２で示すように前記回転数偏差が大きいときには小さいときに比べて小
さくなるようにＦ／Ｂゲインが変化する。これにより、レギュレータ弁７のＦ／Ｂゲイン
すなわちレギュレータ弁７の制御量が、不必要な部分では図１１（ａ）で示すように小さ
くなり、ポンプ１７の吐出量が所定値に達してもオーバーシュートを生じることが抑止さ
れることになる。
【００３８】
　電動モータ１７の回転数は上述のように自在に変化するのであるが、実際に電動モータ
１７の回転数を任意に変化させるためには、駆動および制動の両方を制御しなければなら
ない。特に、制動側はＨブリッジ等で正負の制御を行うことによっても実現可能であるが
、図１３で示すような電気回路によるブレーキのみでも大きな効果がある。すなわち電動
モータ１７の両端子には、バッテリ６０およびスイッチ６１から成る直列回路が接続され
るとともに、電動モータ１７の両端子間をショートさせるためのスイッチ６２が前記直列
回路と並列に接続されており、電動モータ１７の作動時には、図１３（ａ）で示すように
、スイッチ６１を導通するとともにスイッチ６２を遮断し、電動モータ１７の制動時には
、図１３（ｂ）で示すように、スイッチ６１を遮断するとともにスイッチ６２を導通して
モータブレーキ状態を得るようにすればよい。
【００３９】
　このようにモータブレーキ量を制御することなしに、オン・オフを切換えるようにする
ことは簡単な回路追加で実現可能あり、そのオン・オフを図１４で示す制御手順によって
切換えることで減速側の効果的な制御を実現することができる。
【００４０】
　図１４のステップＳ１では、電動モータ１７の駆動制御モードが終了モードであるか否
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かを判断する。ここで電動モータ１７の駆動モードとしては「停止」、「駆動」および「
終了」が設定されており、「終了」は、駆動要求はないものの慣性で電動モータ１７が回
転している状態である。而してステップＳ１で、終了モードであることを確認したときに
はステップＳ２に進んでブレーキオンの状態とする。
【００４１】
　ステップＳ１において終了モードではないと判断したときには、ステップＳ３に進み、
電動モータ１７の駆動制御モードが駆動モードであるか否かを判断し、駆動モードである
ときには、ステップＳ４において目標モータ電圧が一定値以下であるか否かを判断し、一
定以下であったときにはステップＳ５においてモータ回転数偏差（目標回転数－実回転数
）が一定値以下であるか否かを判断し、一定値以下であったときには、ステップＳ５から
ステップＳ２に進んでブレーキオンの状態とする。
【００４２】
　またステップＳ３において、電動モータ１７の駆動モードが駆動モードではなく、停止
モードであると判断したときには、ステップＳ３からステップＳ６に進んでブレーキオフ
の状態とし、駆動モードではあるが目標モータ電圧が一定値を超える状態であるとステッ
プＳ４で判断したとき、ならびに駆動モードで目標モータ電圧が一定値以下ではあるもの
のモータ回転数偏差が一定値を超えるとステップＳ５で判断したときには、ステップＳ６
でブレーキオフの状態とする。
【００４３】
　このような制御手順によれば、電動モータ１７は、図１８で示すように、終了モードの
ときにブレーキオンの状態となるだけでなく、駆動モードであっても、目標モータ電圧が
一定値以下、かつモータ回転数偏差が一定値以下のとき（すなわち電動モータ１７の実回
転数が所定値を超えて目標回転数を上回ったとき）にもブレーキオンの状態となり、減速
応答性が向上することになる。
【００４４】
　次にこの実施例の作用について説明すると、コントローラＣは、目標車輪ブレーキ圧設
定手段３０で設定される目標液圧に基づいて目標液量演算手段３１で得た左前輪用ディス
クブレーキＢＡおよび右後輪用ディスクブレーキＢＢを含む各車輪のディスクブレーキの
目標液量と、ブレーキ液圧検出手段２３，２４で検出された液圧に基づいて実液量演算手
段３２で得た各ディスクブレーキＢＡ，ＢＢ…の実液量とに基づいて目標流量演算部３４
で各ディスクブレーキＢＡ，ＢＢ…の目標流量を求め、その目標流量に基づいて液圧制御
ユニット５の作動を制御するので、各ディスクブレーキＢＡ，ＢＢ…の液圧制御の制御精
度および応答性を高めることができる。すなわち各ディスクブレーキＢＡ，ＢＢ…の液圧
制御において必要な応答特性はランプ応答であり、ランプ応答中は各ディスクブレーキＢ
Ａ，ＢＢ…に対するブレーキ液の入出力は連続のはずであり、そのような連続したブレー
キ液の入出力を基本にした制御を行うことで、制御精度および応答性を高めることができ
る。
【００４５】
　またコントローラＣは、目標流量演算部３４で得られた目標流量の符号および絶対値に
基づいて、増圧モード、減圧モードおよび保持モードを切換えるようにして液圧制御ユニ
ット５の作動を制御するので、実圧および目標液圧の高低に直接かかわることなく、リニ
アに実圧を変化させることができ、制御精度および応答性を両立させることが可能となる
。
【００４６】
　しかも液圧制御ユニット５においてリニアソレノイド弁であるレギュレータ弁７、入口
弁９，１０および出口弁１４，１５の印加電流を、ブレーキ液圧検出手段２３，２４で検
出された液圧ならびに目標車輪ブレーキ圧設定手段３０で設定される目標液圧の差と、前
記目標流量演算部３４で得られた目標流量とに基づいて制御するので、流量に対してレギ
ュレータ弁７、入口弁９，１０および出口弁１４，１５の特性が変化するのに対応して制
御電流を得ることにより、制御性能を高めることができる。
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【００４７】
　またコントローラＣは、目標流量演算部３４で得られた目標流量に基づいてポンプ１８
の目標吐出量を求める目標吐出量演算手段４７と、該目標吐出量演算手段４７で得られた
目標吐出量に基づいて前記ポンプ１８を駆動する電動モータ１７の目標回転数を求める目
標回転数演算手段３７を含むものであり、目標回転数演算手段３７で得られた目標回転数
に基づいて電動モータ１７を制御するので、液圧制御時の応答性および静粛性を高めると
ともに、液圧制御精度の更なる向上を図ることができる。
【００４８】
　またコントローラＣは、増圧モードから前記減圧モードまたは前記保持モードへの移行
時にカウント値を「０」にクリアする以外のときにカウントアップする増圧タイマ５７と
、前記減圧モードから前記増圧モードまたは前記保持モードへの移行時にカウント値を「
０」にクリアする以外のときにカウントアップする減圧タイマ５８とを含んでおり、増圧
タイマ５７および減圧タイマ５８のカウント値をハイセレクト手段５９でハイセレクトし
たハイセレクト値ＴＭ＿ＭＤＣＡＬが大きくなるにつれて液圧制御ユニット５におけるレ
ギュレータ弁７、入口弁９，１０もしくは出口弁１４，１５の制御量を大きくするので、
制御ハンチングの発生を防止することができる。
【００４９】
　またコントローラＣは、モータ回転数検出手段２９で検出される実モータ回転数が目標
回転数演算手段３７で演算される目標回転数となるように電動モータ１７を制御するので
あるが、回転数偏差（目標回転数－実モータ回転数）が大きいときには小さいときに比べ
て小さくなるようにレギュレータ弁７を制御するためのＦ／Ｂゲインが変化する。これに
より、レギュレータ弁７のＦ／Ｂゲインすなわつ制御量を不必要な部分で小さくなるよう
にして、制御初期にポンプ１７の吐出量が所定値に達してもオーバーシュートを生じるこ
とが抑止することができ、回転数偏差（目標回転数－実モータ回転数）が小さいときには
Ｆ／Ｂゲインを大きくしてレギュレータ弁７の制御量を大きくし、それにより応答性や外
乱に対するタフネスを高めることができる。
【００５０】
　さらに電動モータ１７の両端子には、バッテリ６０およびスイッチ６１から成る直列回
路が接続されるとともに、電動モータ１７の両端子間をショートさせるためのスイッチ６
２が前記直列回路と並列に接続されており、コントローラＣは、電動モータ１７の駆動状
態にあっても目標モータ電圧が一定値以下、かつ電動モータ１７の実回転数が所定値を超
えて目標回転数を上回ったときには、前記スイッチ６２を導通して電動モータ１７の両端
子間をショートさせることで電動モータ１７をブレーキオンの状態とするので、簡単な駆
動回路で電動モータ１７の減速応答性が向上することになる。
【００５１】
　以上、本発明の実施例を説明したが、本発明は上記実施例に限定されるものではなく、
特許請求の範囲に記載された本発明を逸脱することなく種々の設計変更を行うことが可能
である。
【図面の簡単な説明】
【００５２】
【図１】車両用ブレーキ液圧制御装置の構成を示す液圧系統図
【図２】コントローラの一部構成を示すブロック図
【図３】液圧および液量の関係を示す図
【図４】制御モードの決定手法を従来手法と対比させて説明するためのタイミングチャー
ト
【図５】リニアソレノイド弁の電流を定めるためのマップを従来のものと対比させて示す
図
【図６】制御電流の変化による実圧の目標圧に対する追随性を従来のものと対比させて示
す図
【図７】目標圧の振動に伴って実圧の振動が生じた状態を示す図
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【図８】制御モード、目標圧、実圧およびタイマカウント値の変化を示すタイミングチャ
ート
【図９】ハイセレクト値に対するＦ／Ｂゲインの変化を示す図
【図１０】電動モータの回転数変化による実圧の目標圧に対する追随性を従来のものと対
比させて示す図
【図１１】レギュレータ弁のＦ／Ｂゲイン変化による実圧の目標圧に対する追随性を従来
のものと対比させて示す図
【図１２】回転数偏差に対するＦ／Ｂゲインの変化を示す図
【図１３】電動モータの駆動回路を示す図
【図１４】電動モータの制御手順を示すフローチャート
【図１５】電動モータのモータブレーキ状態を示すためのタイミングチャート
【符号の説明】
【００５３】
５・・・液圧制御ユニット
６・・・液圧路
７・・・常開型電磁弁であるレギュレータ弁
１７・・・電動モータ
１８・・・ポンプ
２３，２４・・・ブレーキ液圧検出手段
２９・・・モータ回転数検出手段
３０・・・目標車輪ブレーキ圧設定手段
３７・・・目標回転数設定手段である目標回転数演算手段
ＢＡ・・・車輪ブレーキである左前輪用車輪ブレーキ
ＢＢ・・・車輪ブレーキである右後輪用車輪ブレーキ
Ｃ・・・コントローラ
Ｍ・・・液圧発生手段であるマスタシリンダ
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